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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期
第１四半期
累計期間

第17期
第１四半期
累計期間

第16期

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

自平成23年10月１日
至平成24年９月30日

売上高（千円） 2,056,297 2,216,274 8,355,740

経常利益（千円） 214,381 220,867 798,419

四半期（当期）純利益（千円） 112,274 133,536 418,665

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 580,750 580,750 580,750

発行済株式総数（株） 2,278,000 2,278,000 2,278,000

純資産額（千円） 2,129,282 2,489,359 2,435,589

総資産額（千円） 7,695,569 8,342,670 8,079,048

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 24.64 29.31 91.90

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 35

自己資本比率（％） 27.7 29.8 30.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社を有しておりませんので記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．当社は、平成25年１月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

６．第16期の１株当たり配当額については、記念配当５円が含まれております。

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、復興関連需要等により個人消費は底堅く推移したものの、海外経

済の減速を背景に輸出や生産活動が減少し、全体では厳しい環境となりました。また、欧州債務問題の今後の展開

や米国経済の回復力、日中関係の影響等により日本経済の先行きに対する不透明感は拭えない状況です。

葬儀業界におきましては、葬儀に関する潜在的需要は約30年間にわたり年々逓増すると推計されておりますも

のの、葬儀単価におきましては核家族化や葬祭規模の縮小等により減少傾向が続いております。一方で、経済産業

省公表の「ライフエンディング・ステージ」に関する啓蒙活動に加え、人生の最期を迎えるための準備「終活」

が社会的に注目を集めていることから、葬儀業界に対する関心はこれまで以上に高まるものと予想されます。

かかる環境下、当社は顧客満足度の向上を図るべく「明瞭な価格体系による葬儀費用の明確化」「徹底した人

財教育によるサービスの向上」「ドミナント出店による利便性の向上」を戦略の基本方針とし、直営・フラン

チャイズ出店による徹底した差別化戦略を展開しております。

当第１四半期累計期間におきましては、戦略の基本方針のブラッシュアップを図るべく、「新生ティア」をス

ローガンに掲げ、新たな課題に対応した６項目の戦略テーマを推進してまいりました。直営の葬儀会館におきまし

ては、葬儀ニーズの多様化に対応するために「ティア甚目寺」の改修工事を行い、小規模葬儀に対応した設備を増

設いたしました。また、商品改革の一環として、葬儀付帯品を一括で会館に配送する物流センターを稼働したのに

加え、併せて仕入価格の見直しを実施いたしました。さらに、今後の会館開設を見据えた積極的な人材確保にも努

めてまいりました。

この結果、売上高は22億16百万円（前年同期比7.8％増）となり、売上原価率は前年同期と比べ1.2ポイント低下

し、販管費率が1.7ポイント上昇いたしました。これにより、営業利益は2億37百万円（同2.6％増）、経常利益では2

億20百万円（同3.0％増）、四半期純利益は1億33百万円（同18.9％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

(a）葬祭事業

当第１四半期累計期間におきましては、「ティアの会」会員数の拡大を図るべく、各種会館イベントや提携団

体・企業向けの営業等を積極的に取り組んでまいりました。また、堅調に推移する既存店に加え、前事業年度に

開設した会館の通年稼働により、葬儀件数は1,732件（同10.5％増）と順調に増加いたしました。一方で、葬儀単

価におきましては、葬儀の受注を担当する専門スタッフの増員等を行いましたが、葬儀付帯品の取扱いが減少し

たため、前年同期比0.2％減となりました。この結果、売上高は21億85百万円（同9.0％増）、営業利益は4億円

（同16.6％増）となりました。

(b）フランチャイズ事業

当第１四半期累計期間におきましては、新規クライアントの開発並びに出店候補地の確保を強化するために

組織体制の見直しを行いました。また、フランチャイズ店につきましては、前年同期と比べ４店舗増加し、これに

よりロイヤリティ収入は順調に増加したものの、前年同期は会館開設に伴う加盟金収入等を計上していたため、

売上高は30百万円（同40.3％減）、営業利益は2百万円（同86.9％減）となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,100,000

計 9,100,000

（注）平成24年11月12日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、

発行可能株式総数は9,100,000株増加し、18,200,000株となっております。

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,278,000 4,556,000
名古屋証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 2,278,000 4,556,000 － －

（注）平成24年11月12日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株

式分割を行っており、発行済株式総数が2,278,000株増加しております。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高
（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 2,278,000 － 580,750 － 214,250

（注）平成24年11月12日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株

式分割を行っており、発行済株式総数が2,278,000株増加しております。

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,277,400 22,774 －

単元未満株式 普通株式 500 － －

発行済株式総数 2,278,000 － －

総株主の議決権 － 22,774 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己保有株式が21株含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ティア
愛知県名古屋市北

区黒川本通3-35-1
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24年

12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,138,201 1,353,275

売掛金 177,311 258,308

商品 19,311 22,822

その他 199,375 155,406

貸倒引当金 △5,798 △6,933

流動資産合計 1,528,401 1,782,879

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,517,023 3,484,429

土地 1,287,418 1,291,021

その他（純額） 420,339 466,781

有形固定資産合計 5,224,782 5,242,232

無形固定資産 172,560 158,383

投資その他の資産

差入保証金 913,973 913,796

その他 279,330 285,378

貸倒引当金 △40,000 △40,000

投資その他の資産合計 1,153,303 1,159,174

固定資産合計 6,550,646 6,559,791

資産合計 8,079,048 8,342,670

負債の部

流動負債

買掛金 305,225 348,123

短期借入金 73,668 350,000

1年内返済予定の長期借入金 1,195,424 1,226,901

未払法人税等 218,500 54,900

賞与引当金 73,393 40,112

その他 413,247 404,280

流動負債合計 2,279,457 2,424,317

固定負債

長期借入金 3,067,886 3,135,638

資産除去債務 169,345 170,104

その他 126,768 123,250

固定負債合計 3,364,000 3,428,993

負債合計 5,643,458 5,853,310
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 580,750 580,750

資本剰余金 214,250 214,250

利益剰余金 1,640,757 1,694,568

自己株式 △185 △228

株主資本合計 2,435,572 2,489,340

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 17 19

評価・換算差額等合計 17 19

純資産合計 2,435,589 2,489,359

負債純資産合計 8,079,048 8,342,670
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成23年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 2,056,297 2,216,274

売上原価 1,354,910 1,434,502

売上総利益 701,386 781,772

販売費及び一般管理費 469,568 543,890

営業利益 231,818 237,881

営業外収益

受取利息 1,470 1,358

その他 3,015 3,465

営業外収益合計 4,485 4,824

営業外費用

支払利息 20,861 19,114

その他 1,061 2,723

営業外費用合計 21,922 21,838

経常利益 214,381 220,867

特別損失

固定資産除売却損 3,071 －

特別損失合計 3,071 －

税引前四半期純利益 211,309 220,867

法人税、住民税及び事業税 59,700 50,458

法人税等調整額 39,334 36,871

法人税等合計 99,034 87,330

四半期純利益 112,274 133,536
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年10月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益への影響は軽微であります。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

保証債務

当社の所有する建物の地主について、金融機関からの借入れに対して債務保証を行っております。

 
 

前事業年度
（平成24年９月30日）

当第１四半期会計期間
（平成24年12月31日）

保井　正純 135,929千円 131,891千円

なお、上記保証については、地主の所有する土地及び当社の所有する建物（前事業年度106,526千円、当第１四

半期会計期間105,380千円）が担保に供されております。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

 
前第１四半期累計期間
（自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 77,270千円 89,213千円

のれん償却額 5,833 5,833
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自 平成23年10月１日　至 平成23年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月11日

取締役会
普通株式 68,338千円 30円

平成23年

９月30日

平成23年

12月８日
利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自 平成24年10月１日　至 平成24年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月12日

取締役会
普通株式 79,725千円 35円

平成24年

９月30日

平成24年

12月７日
利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、記念配当５円を含んでおります。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注)１

四半期
損益計算書
計上額
（注)２

葬祭事業
フランチャイズ

事業
計

売上高           

外部顧客への売上高 2,005,537 50,7592,056,297 － 2,056,297

計 2,005,537 50,7592,056,297 － 2,056,297

セグメント利益 343,844 20,745 364,589△132,770 231,818

（注)１．セグメント利益の調整額△132,770千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注)１

四半期
損益計算書
計上額
（注)２

葬祭事業
フランチャイズ

事業
計

売上高           

外部顧客への売上高 2,185,978 30,2962,216,274 － 2,216,274

計 2,185,978 30,2962,216,274 － 2,216,274

セグメント利益 400,818 2,721 403,540△165,658 237,881

（注)１．セグメント利益の調整額△165,658千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の

改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年10月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第１四半期累計期間のセグメント利益への影響は軽微であります。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 24円64銭 29円31銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 112,274 133,536

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 112,274 133,536

普通株式の期中平均株式数（株） 4,555,905 4,555,730

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成25年１月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割を行っており、１株当たり四半期純利益金額は、

当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算定しております。

（重要な後発事象）

平成24年11月12日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日を効力発生日とする株式分割を行っておりま

す。

(1）株式分割の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の一層の拡大を図るためであります。

(2）株式分割の概要

平成24年12月31日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有普通株式１株につき、２株の割合を

もって分割を行っております。

(3）株式分割により増加した株式数

普通株式　2,278,000株

なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これによる

影響については、当該箇所に記載しております。
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２【その他】

平成24年11月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………79,725千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………35円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月７日

（注）　平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ティア(E05585)

四半期報告書

14/15



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成２５年２月１２日

株式会社　 ティア

取 締 役 会 　 御中

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　水野　信勝　　　　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　西原　浩文　　　　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社ティアの平成２４年１０月１日から平成２５年９月３０日までの第１７期事業年度
の第１四半期会計期間（平成２４年１０月１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第１四半期累
計期間（平成２４年１０月１日から平成２４年１２月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、
四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠し
て四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対
して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監
査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティアの平成２４年１２月
３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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